
一般社団法人福岡県中小企業家同友会 
第 116回景況調査（2021年 1月～3月期）ダイジェスト 

「激変する世界情勢を見極め、今すぐ事業領域の見直しを」 
〔概況〕

 2021 年 1 月～3月期の状況では景況感 DI・売上高 DI・利益 DI・新規受注 DI が再び悪化し、1

年前のコロナ初動期とほとんど同じ水準になりました。しかし次期予想 DI は 17.4 ポイント改善

しプラス域となり、明るい見通しを示しています。 

 業種別の動向では、製造業（生産財・消費財）は悪化緩和が見られました。建設業（設備）は

景況 DI と売上高 DI 及び利益 DI がプラス域を推移していますが、建設業（土木）では悪転しマ

イナス域が目立っています。サービス業（対個人・対事業所）はマイナス域を推移していますが

次期予想 DI はプラス域となりました。 

 経営上の問題点は、5 期連続で「民間需要の停滞」が最も多い問題として挙げられています。

2 番目に多く挙げられた「価格競争激化」も上昇しています。また、人に関する問題である「人

材獲得難」「従業員不足」も上位に挙がりました。 

 特設項目では同友会が主催している“事業承継塾”や承継の予定、コロナ緊急融資の元金据置

期間について調査しました。事業承継塾の認知に関する設問では 9割以上が「開催を把握してい

る」と回答しました。事業承継の予定については、4割の企業が 10年以内に承継予定であること

が分かりました。緊急融資の元金据置期間はおよそ半数の企業が3年以内の据置と回答しました。 

 経営指針書に関する設問では、「作成し実践している」と回答した企業の割合は前回調査より

も減少しました。経営指針書と景況感のクロス分析では「作成に至っていない」と回答した企業

の景況感は低い値を推移しており「作成し実践している」と回答した企業の方が景況感が良い結

果となっています。 

 景況分析会議では、世界情勢の変化による建設資材の不足を懸念する声が挙げられました。コ

ロナにおける情勢変化をいち早く捉え、早急に自社の事業領域を見直すことが重要になります。 

〔調査要領〕

調  査  時 2021 年 3 月 1 日～2021 年 4 月 2 日

対 象 企 業 （一社）福岡県中小企業家同友会 全会員企業 2,178 社（3 月時点）

調 査 の 方 法 会員専用サイト（一部 FAX）にて配信、自計記入

〔回答企業の概要〕

回 答 数 302 社の回答（回答率 13.9％）

       （製造業 44 社、建設業 54 社、商業流通業 39 社、サービス業 164 社、不明 1 社）

企業規模（従業員数）

0～10 名以下 157 社、11 名～20 名以下 56 社 21 名～50 名以下 48 社

 51 名～100 名以下 20 社, 100 名以上 20 社、不明 1 社

企業の所在地 福岡地区 203 社、北九州地区 29 社、筑豊地区 33 社、県南地区 30 社、

県外 7 社 



【全体的な特徴】

○ 各指標マイナス域も次期予想は好転 

次期予想 DI はプラス域となりました。 

コロナの影響が企業に出始めて 1年経ちます 

が、各指標 1年前とほぼ同じ数値となりまし 

た。 

＜＜会員企業の声（一部抜粋）＞＞

No. 5.今期景況判断 1.業種 3.本社所在地 9.そのような結果の理由
4 非常に良い サ業（対事業所） 福岡地区 紹介が多く、業務が増えている。 

6 非常に良い サ業（対個人） 筑豊地区 コロナの影響をあまり受けておらず、計画通りに成長した 

11 よい 製造業（消費財） 筑豊地区 コロナで同業者が廃業したため 

22 よい 商業・流通業 福岡地区 パートナーとして協力会社が増えた為 

39 普通 建設業（建築） 県南地区 全体的な景気状況が徐々に自社の状況にも影響し始めている

と考えています。 

60 普通 サ業（対事業所） 福岡地区 新規顧客の開拓営業がコロナ禍で難しいため。

81 悪い 製造業（生産財） 県南地区 コロナによる飲食店の休業

97 悪い 商業・流通業 北九州地区 設備投資の抑制。 

143 非常に悪い 製造業（消費財） 北九州地区 緊急事態宣言の再発令により、展示会のキャンセルが相次いだ

ため。 

166 非常に悪い サ業（対個人） 福岡地区 当方障がい福祉サービス事業所です。新型コロナウィルス感染

症による影響で利用者の利用控えと関係機関（特に病院）のロ

ックダウンによる利用紹介が停止している状態。 

項目 第 115 回 第 116 回 変動幅

景況感 DI ▲14.5 ▲26.3 ▲11.8

売上高 DI ▲24.6 ▲28.1 ▲3.5 

利益 DI ▲24.0 ▲28.4 ▲4.4 

新規受注 DI ▲12.7 ▲26.2 ▲13.5 

次期予想 DI ▲15.4 2.0 17.4



【業種・従業員規模・地域別の特徴】

○ 業種別の動向

業種別の動向では、製造業（生産財・消費財）は悪化緩和が目立ちますが、サービス業（対事業

所・対個人）ではさらに悪化しています。次期予想 DIは好転が目立ちます。 

○ 従業員規模別の動向 

 規模別動向を見ると、11 名～50 名規模の企業では悪化緩和が目立ちます。前回好転していた 100 名

以上の規模の企業では再びマイナス域となりました。 

○ 本社地区別の動向

全体的に悪化が目立ちますが、各地区次期予想は悪化緩和が見られ、福岡地区と筑豊地区ではプラ

ス域に好転しています。 



【経営上の問題点】

コロナ禍で“民間需要の停滞”は 5期連続 1位
 2 期連続で減少していた「民間需要の停滞」が再び上昇し、「価格競争激化」も上昇しました。

しかし「従業員不足」も上昇しており、人に関する問題も上位に挙がっています。 



経営上の問題点を業種別に見ると、

製造業では「税負担の圧迫」「従業員不足」 

建設業では「協力業者の確保難」が共通の課題として 

挙げられています。 

商業・流通業では「新規参入の増加」が多く挙がって 

います。 



【事業承継塾について】

                               事業承継塾の開催は回答者の9割

以上が「知っている」と回答しま

した。 

                               事業承継の予定については、およ

そ 4 割の企業が 10 年以内に承継

する予定と回答しています。 

経営者保証の有無に関する項目

では、経営者と後継者の二重保証

は 1％程度に留まり、経営者のみ

保証している企業が6割となりま

した。 

コロナ対策としての緊急融資の 

元金据置期間について、融資を受

けている企業のおよそ半数が、3

年以内の据置となっています。 



【経営指針の作成と実践】

＜景況感と経営指針書の作成状況のクロス分析＞ 

経営指針書の作成と実践状況を見ると、「作成し実践している」と回答した企業の割合は減少しま

した。「作成しているが実践なし」と回答した企業の割合は増加しています。 

経営指針書の検証状況では、全指標前回よりも悪化しましたが、「作成する必要はない」と回答し

た企業は最も低い値を推移しています。 

コロナ禍では世界情勢が変化しています。市場を見極め、事業領域を見直すことが今後の経営に重

要になりそうです。 

～部長談話～

現在の外部環境、内部環境を分析し、 
   地域連携も考えた経営指針書の見直しを 


